
【事務事業シート（政策的経費）】
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2

令和５年度　　事後評価シート

Ｋ  P  Ｉ

貸付を受けた者のうち、県内で福祉・介護の職に従事し、返還免除となった者

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

2月

補正

事　項 介護福祉士修学資金等貸付事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

県社会福祉協議会が、学生の介護福祉士資格の取得促進や離職した介護人材のうち一定の経験

を有する潜在人材の呼び戻し等を図るため実施している介護福祉士修学資金等貸付事業につい

て、貸付原資の不足が見込まれることから必要な原資の補助を行う。

始期 H27

終期

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 62 ％

目標値 90 ％ 目標値

R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

達成率 ％ 達成率 ％

％ 実績値 ％

達成率 58.89 ％ 達成率 ％

90 ％

実績値 53 ％ 実績値 ％ 実績値

90 ％ 目標値 90 ％ 目標値

千円

決算額 39,017 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 39,695 千円
最終現計予

算額

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。実績値が目標達成しなかった要因を外的要因も含め具体的にデータ等を用いながら様々な視点を踏まえて記入。）令和５年

度の実績値は、令和６年３月31日現在で返済免除となった者の割合であり、今後、やむを得ない事由等により債務の履行が猶予されている者が免除対象者となることで、割合

（実績値）も上昇する見込み。【参考】令和４年度の実績値は令和６年３月31日現在で74％まで上昇。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

始期 Ｒ1

終期

Ｋ  P  Ｉ

EPA及び留学生介護福祉士候補者の介護福祉士資格取得者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

今後、やむを得ない事由等により債務の履行が猶予されている者が免除対象者となることで、KPIの目標値を達成

する可能性は十分にあることから、令和７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 外国人介護人材受入支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

外国人介護人材の受入体制を支援するため、外国人介護人材センターの設置による相談員巡回

訪問や、マッチングコーディネーターの配置による中国での合同説明会を実施するとともに、

介護技能向上を目的とした各種研修等に要する経費を補助する。

時点･期間 Ｒ８年度

現状値 13 人

目標値 7 人 目標値 12

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 Ｒ６年度 時点･期間 Ｒ７年度

実績値 人

達成率 85.71 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 6 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 13 人 目標値 26

千円

決算額 15,605 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 35,905 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

目標値には１名及ばなかったものの、全受験者８名中６名が合格している。受入施設において、補助金を活用して効果的な学習支

援が行われているものと認識している。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も受入施設を支援することで、KPIの目

標は達成すると考えられることから、本事業における介護福祉士国家資格取得に向けた支援等は７年度予算におい

ても維持する。

５

年

度



3

4

始期 H21

終期

Ｋ  P  Ｉ

福祉人材センターを通じた就職者

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 福祉・介護人材確保対策事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要
離職率の高い福祉・介護従事者について、総合的な人材確保事業を実施する。

時点･期間 R8年度

現状値 60 人

目標値 60 人 目標値 60

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 人

達成率 105.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 63 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 60 人 目標値 60

千円

決算額 32,797 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 32,797 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H27

終期

Ｋ  P  Ｉ

介護人材研修を実施した団体の延べ数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は目標値を上回っており、６年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標値を達成すると考

えられることから、７年度予算における見直しは想定していない。

当初 事　項 介護人材研修等支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護職員の育成や確保等を図るため、介護関係団体等が行う人材養成等事業に要

する経費を補助する。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 7 団体

目標値 8 団体 目標値 8

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 団体

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

団体

実績値 8 団体 実績値 団体 実績値 団体

団体 目標値 8 団体 目標値 8

千円

決算額 16,016 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 16,829 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPI実績は想定通りの成果であり、６年度以降も現状のニーズを踏まえるとKPIは目標達成すると考えら

れることから、次年度以降も継続する。

５

年

度



5

6

始期 R元

終期

Ｋ  P  Ｉ

ICT機器の導入を行った事業所数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 介護分野ＡＩ・ＩＣＴ導入促進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

労働環境の改善等による介護人材の確保を図るため、介護分野へのAI・ICTの技

術の導入と、業務の効率化等を支援する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 115 事業所

目標値 400 事業所 目標値 450

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.3 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 事業所

達成率 104.75 ％ 達成率 ％ 達成率

事業所

実績値 419 事業所 実績値 事業所 実績値 事業所

事業所 目標値 500 事業所 目標値 550

千円

決算額 177,380 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
193,151 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H28

終期

Ｋ  P  Ｉ

アプリ（愛顔ケアねっと）ダウンロード数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定以上の成果が出ており、KPI目標は達成した。

６年度以降も継続して実施予定であり、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 介護情報提供体制構築事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

ICTを活用して有用な情報を提供するほか、介護事業者の認証評価や表彰制度を検討し、介護

離職ゼロを目指すとともに、地域包括ケアの推進を図る。

５

年

度

時点･期間 R9.3

現状値 6310 件

目標値 7000 件 目標値 7300

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.3 時点･期間 R6.3 時点･期間 R7.3 時点･期間 R8.3

実績値 件

達成率 100.90 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 7063 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 7600 件 目標値 7900

千円

決算額 3,294 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 3,295 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標達成すると考え

られることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度



7

8

始期 H28

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

介護ロボット導入の数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 介護業務支援機器導入促進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化を図るため、介護事業所への介護ロボットの導

入支援や、介護支援機器を活用した介護技術の向上に資するノーリフティングケアを普及する

研修を行う。

時点･期間 R8年度

現状値 528 台

目標値 535 台 目標値 243

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.1 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 台

達成率 82.24 ％ 達成率 ％ 達成率

台

実績値 440 台 実績値 台 実績値 台

台 目標値 243 台 目標値 243

千円

決算額 83,924 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 86,167 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

介護ロボット申請台数は1,379台であり、昨年度導入台数の２倍超と需要が高いものの、予算の範囲内で交付決定を行った結果、介護ロボット

の導入に必要な通信環境整備に対する補助額の割合が増加（R4:27%,R5:33%）し、相対的にロボットに対する補助割合が減少し未達成と

なった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R5

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

生産性向上に取り組み待遇改善に繋げた事業所数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

5年度のKPIの実績はほぼ想定通りの成果が出ており、6年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成す

ると考えられることから、6年度の執行方法や7年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 介護生産性向上推進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護生産性向上に取り組むモデル事業者を支援し、優良事例を展開することで業

界全体への波及を目指す。

５

年

度

時点･期間 R5~Ｒ8年度

現状値 - 事業所

目標値 3 事業所 目標値 36

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R1~Ｒ4年度 時点･期間 R5~Ｒ5年度 時点･期間 R5~Ｒ6年度 時点･期間 R5~Ｒ7年度

実績値 事業所

達成率 266.67 ％ 達成率 ％ 達成率

事業所

実績値 8 事業所 実績値 事業所 実績値 事業所

事業所 目標値 84 事業所 目標値

千円

決算額 15,922 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 19,483 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R６年度は、日進月歩で開発が進む介護ロボットの相談展示貸出業務を追加。

R７年度は、事業所の取組状況を踏まえ、事業所の取組をサポートする専門家の活動等の拡充を検討する。

５

年

度



9

10

始期 R1

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

研修受講時の代替職員派遣人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 介護職員等資質向上支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護職員等の資質向上を図るため、県内の介護サービス事業所等が現任介護職員

等に研修を受講させる際に、その代替職員を派遣する。

時点･期間

現状値 25 人

目標値 40 人 目標値 40

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

実績値 人

達成率 75.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 30 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

千円

決算額 21,452 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 22,251 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

研修日数の長い研修に対する代替派遣が多かったため、派遣人数は目標未達であるものの前年度の1.20倍（25人→30人）、派遣

日数は1.16倍（991日→1,145日）に伸びた。派遣日数は1,200日を目標としていたため、ほぼ想定通りの稼働であった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H27

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

プログラム終了後、介護事業所へ就業した人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

介護職員の質の向上は喫緊の課題であり、本事業の必要性は高い。

R６年度介護報酬改定で研修参加が必要な加算が増え、コロナ禍で控えていた研修への参加も徐々に回復傾向にあ

ることから、事業所からの申請はますます増えるものと考えられる。

実績も向上し、委託先も意欲的であることから、事業を維持し、R７年度予算にも計上したい。

当初 事　項 介護雇用プログラム推進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護職員を安定的に確保するため、働きながら介護分野の資格を取得できる「介

護雇用プログラム」を実施する。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 33 人

目標値 40 人 目標値 40

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.3 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 人

達成率 82.50 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 33 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 40 人 目標値 40

千円

決算額 76,282 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 78,683 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

R5年度は45人がプログラムに参加し、39人が介護職員初任者研修過程を終了したが、KPIの目標達成には至らなかった。参加者の

一定数が、現場で働く中で当初の介護職のイメージとの認識違いなどを理由に途中終了していることが要因と考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

本件は企画提案コンペで選定した委託事業者により業務を実施しており、Ｒ６年度はKPIを事業者と共有し、プロ

グラム参加者選定の段階から事業趣旨の周知徹底に努めるとともに、一定数の途中終了を見越した参加者の確保な

ど、より成果にこだわった執行に努めることで、更なる成果の向上につなげる。

５

年

度
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始期 H28

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

セミナー参加者の数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 働く家族の介護力強化事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

働く家族に対する介護力強化セミナー等を開催するとともに、働く家族・経営者・専門家等に

よるネットワークを構築し、介護離職防止や介護不安の軽減を図る。

時点･期間

現状値 96 人

目標値 1000 人 目標値 1000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.1 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 人

達成率 63.80 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 638 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 1000 人 目標値

千円

決算額 15,782 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 15,786 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

事業委託先による働きかけ等で専門家派遣セミナーを実施した事業者が新たに3者増え、昨年度動画配信のみだった介護力強化セミナーが会場開催（一部同

時配信）されることで、セミナー参加者の数は前年度比約3倍となったが、コロナ禍で減った専門家派遣セミナーの利用事業者数が戻らないこと等から、未

達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H28

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

介護助手育成者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

5年度のKPIの実績は目標値に至らなかったものの、昨年度と比較して実績値が伸びており、当セミナーの需要が

期待できるほか、生産年齢人口が減少する中、仕事と介護の両立支援はどの産業においても課題となっていること

から、6年度の執行方法や7年度の見直しは想定していない。

当初 事　項 地域の介護人材参入・定着促進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

補助的業務を担う新たな人材の育成や、介護事業所への補助的業務従事者の介護員養成研修受

講費助成等により、介護人材の参入促進、資質向上及び離職防止を図る。

５

年

度

時点･期間

現状値 144 人

目標値 185 人 目標値 225

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R１～R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R６年度 時点･期間 R７年度

実績値 人

達成率 94.05 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 174 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 265 人 目標値

千円

決算額 12,440 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 17,191 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

テレビCMを始めとした広報活動により、「介護助手」自体の周知を図る取組みを積極的に実施した結果、目標値に及ばなかったも

のの、90%を超える達成率となった。目標達成に向けては、周知の方法、時期等の見直しが必要と考えている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度は目標値に及ばなかったが、介護報酬加算の要件となったことの影響等、KPI向上の余地はあるため、６年

度の執行において、より早い段階で県SNSへの掲載を行うなど積極的な広報に努め、対象の新規掘り起しを行い、

成果の向上につなげた上で、７年度予算への反映を検討する。

５

年

度


